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※本評価書における評定について 

本評価書では、以下のような視点から自己評定を設定する。 

４：適切   ：適切に対応している。課題の発見に積極的で、今後さらに向上させる意欲がある。 

３：ほぼ適切 ：ほぼ適切に対応しているものの課題があり、改善方策への取組みが期待される。 

２：やや不適切：対応がやや不適切で、十分とは言えない。課題の抽出と改善方策に取組む必要がある。 

１：不適切  ：全く対応しておらず不適切である。学校の方針から見直す必要がある。 
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教育目的と本年度の重点目標の評価 
 

学校の教育理念・目的 令和７年度重点目標 重点目標・計画の達成状況 課題と解決方策 

教育理念 

 熊本総合医療リハビリテーション学

院は、医療専門職の総合的養成施設と

して、医療、保健及び福祉の分野で人々

の健康とその人らしいくらしの実現に

寄与する人材を養成し社会に貢献す

る。 

 

目的 

理学療法士及び作業療法士法・臨床

工学技士法・義肢装具士法・救急救命

士法に基づき、理学療法士、作業療法

士、臨床工学技士、義肢装具士、救急

救命士として必要な知識及び技術を修

得させると共に、医療従事者としてふ

さわしい人格の形成に努めさせること

を目的とする。 

1）入学者の確保 

 

2）国家試験合格率の維持・向上 

 

3) 学生支援 

 

4）教員の教育力の向上 

1）入学者の確保 
 計画的な学生募集活動が行われたもの

の、令和 8 年度の入学予定者は、入学定

員の 83.8％であった。 

 

2）国家試験合格率の維持・向上 
 国家試験対策委員会と各学科連携のもと

計画されている支援は概ね実施された。

国家試験合格率は以下のとおり。 

  理学療法学科  94.3％ 

  作業療法学科  100 ％ 

  臨床工学学科   91.7％ 

  義肢装具学科  57.1％ 

  救急救命学科  75.6％ 

        （令和 8 年 3 月卒業生） 

 

3) 学生支援 
 退学率は 4.6％であった。 

就職率は、以下のとおり。 

  理学療法学科  100％ 

  作業療法学科  100％ 

  臨床工学学科   100％ 

  義肢装具学科   100％ 

  救急救命学科  43.6％   

       （令和 8 年 3月 31 日現在） 

 

4）教員の教育力の向上 
 授業評価を実施すると共に、対面及び学

習管理システム（Moodle）を利用した職

員研修会を開催している。 

1）入学者の確保 
 入学定員に達していない学科における検

証と、改善に向けての具体的な取組みを進

める。 

 オープンキャンパス等の充実を図る。 

情報発信方法を工夫する。 

 

2）国家試験合格率の維持・向上 

  令和 6 年度の国家試験対策の検証と令

和７年度の国家試験に向けた支援計画

を立案し実施する。特に成績低位者への

早期からの対応を図る。 

 

3) 学生支援 
 退学率低減に向けて、退学理由に対応した

具体的取組みを進める。 

進路相談、就職支援の充実を図る。 

 

4）教員の教育力の向上 
 ＩＣＴを活用した教育を推進する。 

  研修内容の充実を図る。 
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基準１ 教育理念・目的・育成人材像 
 

大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本学は、昭和 56 年に開校した熊本リハビリテーション学院と、平成元年に開

校した熊本総合医療福祉学院が統合され、平成 22 年４月に熊本総合医療リハビ

リテーション学院として、理学療法学科、作業療法学科、臨床工学学科、義肢装

具学科及び救急救命学科の５学科を擁する総定員数 595名の医療専門職の養成校

として新たにスタートし、現在に至っている。 

 

本学では、教育理念、目的、育成人材像（以下、「理念等」という。）を明確に

定め、入学者受入れの方針（以下「アドミッション・ポリシー」という。）、教育

課程編成・実施の方針（以下「カリキュラム・ポリシー」という。）及び卒業認

定・称号授与の方針（以下「ディプロマ・ポリシー」という。）の３つのポリシ

ーと併せて、学則、事業計画、学生便覧、学院ホームページ等により学外へ広く

開示している。 

 

本学の理念等に基づき、各学科において、医療に携わる各専門職としての基本

的資質の向上及び専門的知識と技術を修得させることを目標に掲げ、医療人育成

に向けた教育活動に取組んでいる。 

 

本学は、社会や関連業界のニーズを踏まえた中期的将来構想を策定し、教育課

程編成委員会や学校関係者評価委員会の意見を反映して事業計画に具体化して

いる。また、安定的な入学定員確保に向けて本学の魅力を発信し、小・中学校で

の出前授業等を通じて将来の志願者層の育成を図っている。 

 

・多様な医療専門職養成： ５学科を擁する医療専門職養成機関という特色を生

かし、チーム医療に適合できる人材育成を行っている。 

 

・卒業生との連携： 地域医療界で活躍する多数の卒業生から、臨床・臨地現場

のニーズに関する意見を適宜聞き取り、教育及び学生支援に反映させている。 

 

・積極的な広報活動： 高校生や保護者への情報発信に加え、小・中学校での出

前授業等を通して、本学・学科の魅力等を分かり易く伝えている。 

 

・作業療法学科の年限短縮： 作業療法学科においては、令和７年度入学生より、

修業年限を４年から３年へ変更している。 

 

・理学療法学科の年限短縮計画： 理学療法学科においては、令和８年度入学生

より、修業年限を４年から３年へ変更するための認可を得ている。 

 

理念は、学校の使命、職業教育を行う理由、設置者の育成人材観、業界に対する見識、教育に対する情熱、将来展望など学校設立の動機となる基本的な考え方を示したものである。 

目的は、理念に基づき、学校が教育活動を通して、中長期的に達成しようとする教育目的である。 

育成人材像は、学校又はそれぞれの学科が教育課程編成、教育内容・方法の策定の基本とする教育目標である。 
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1-1 （1/2） 

1-1 理念・目的・育成人材像 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

1-1-1 理念・目的・育

成人材像を定めてい

るか 

４ 

教育理念・目的・育成人材像（以

下、「理念等」とする。）は、教

育活動の基本かつ学校運営上

欠かせない重要な事項として

明確に定め、その具現化に向

け、教育活動の計画を策定し適

切な進行管理を行う。 

理念等を学内外に対し周知・公

表すると共に、関連業界等のニ

ーズに鑑み適宜見直し必要に

応じ改定する。 

理念等は明確に定め、アドミッ

ション・ポリシー、カリキュラ

ム・ポリシー及びディプロマ・

ポリシーと併せて、学則、事業

計画、学生便覧、学院案内、学

院ホームページ等に明記して

おり、学外へ広く開示してい

る。 

理念等は、教職員に対し、職員

会議において、事業計画策定時

等に周知しており、関連業界等

のニーズに鑑み、適宜改定の必

要性について検討している。 

 

理念等については、社会情勢等

に鑑みながら時宜に応じて協

議していく。 

理念等の具現化に向けた計画

や方法について、検討を進め

る。 

今後も関連業界等のニーズを

把握し、理念等についてより理

解を得るよう周知に努める。 

学則 

事業計画 

学生便覧 

シラバス 

職員会議資料･議事録 

後援会総会資料 

学院案内 

学院ホームページ 

オープンキャンパス関係資料 

1-1-2 育成人材像は

専門分野に関連する

業界等の人材ニーズ

に適合しているか 

４ 

各学科の育成人材像は、本学の

理念等を踏まえると共に、関連

業界等の人材ニーズの動向を

把握し適合させる。 

各学科の育成人材像は、本学の

理念等を踏まえると共に、教育

課程編成委員会からの意見･提

言を参考にしながら定めてい

る。 

各学科の専任講師は、各専門分

野の職能団体等に所属し、業界

の人材ニーズの動向を把握し

ている。 

育成人材像については、関連業

界等の人材ニーズの動向を把

握し適合させていく。 

 

学則 

事業計画 

教育課程編成委員会資料・議事

録 

学院案内 

学院ホームページ 

 

 

 

 



  4   

 

1-1 （2/2） 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

1-1-3 理念等の達成

に向け特色ある教育

活動に取組んでいる

か 

４ 

医療専門職養成校として、高度

化、専門化する医療技術の修得

と共に、医療職種に関連した各

種資格取得等を通して、医療人

としての付加価値を高めるな

ど、特色ある教育活動に取組

む。 

5 学科を擁する多様な医療専

門職養成機関という特色を生

かし、チーム医療に適合できる

人材育成を行っている。 

長い歴史を有し、多数の卒業生

が地域医療界で活躍している

という特色を生かす一環とし

て、卒業生から臨床・臨地現場

のニーズ等の意見提言を適宜

聞き取り、本学の教育及び学生

支援に反映させている。 

福祉住環境コーディネーター

（2 級）、認知症ケア指導管理

士（初級）、第 2 種 ME 技術実力

検定、JPTEC プロバイダー等、

医療職種に関連した各種資格

取得等を通して、医療人として

の付加価値を高めるなど、特色

ある教育活動に取組んでいる。 

理念等の達成に向け、各学科に

おける専門性の広域化を進め

ると共に、関連資格取得に向け

た学習支援をさらに充実させ

る。  

卒業生から意見提言を適宜聞

き取り、本学の教育及び学生支

援への反映方法をさらに検討

する。 

学生便覧 

学院案内 

事業計画 

シラバス 

学院ホームページ 

教育課程編成委員会資料・議事

録 

臨床・臨地実習指導者会議資

料・議事録 

学会・研修会等への学生参加記

録 

卒業論文集等 

学生支援委員会報告書 

関連資格取得状況一覧 

1-1-4 社会のニーズ

等を踏まえた将来構

想を抱いているか 

４ 

関連業界の動向を見据えなが

ら、入学定員の確保、卒業生の

就職保証等を的確に実現する

ため、中期的な将来構想を抱き

明確にする。 

毎年度、法人理事会及び学院職

員会議において、教育課程編成

委員会、学校関係者評価委員会

からの意見・提言を踏まえ、中

期的な構想について協議し、事

業計画に反映させている。 

中期的展望に立ち、安定的な入

学定員確保に向けて、本学・学

科の魅力等を分かり易く情報

発信する。高校生及びその保護

者への広報活動に加えて、小・

中学校での出前授業等を通し、

より若年層の本学に対する関

心の涵養を図る。 

少子高齢化による社会変動や

関連業界の動向を踏まえ、中期

的構想について、必要に応じて

修正する。 

事業計画 

職員会議資料・議事録 

教育課程編成委員会資料・議事

録 

学校関係者評価委員会資料・議

事録 

学校関係者評価報告書 

各種委員会資料・議事録 
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基準２ 学校運営 
 

大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本学では、理念等の達成に向けた教育活動を組織的、計画的に推進することを

運営方針としている。運営の基盤となる事業計画は、教育部及び事務部の計画で

構成され、PDCA サイクルに沿って年度毎に進捗の把握、見直し及び改善を行って

いる。この計画は職員会議の議を経て、法人理事会の審議と承認を得た上で、全

教職員の共通理解の下で展開されている。 

 

組織運営体制については、職員会議や教職員会議に加え、教育課程編成委員会

や自己評価委員会など多角的な委員会を設置している。特に、学校運営をより戦

略的かつ組織的に推進するため、令和６年度より企画広報室並びに研究部を新た

に設けると共に、これらを運営組織図に記載し、学校運営を組織的、計画的に推

進している。各種委員会規則には趣旨、任務等を明示し、関係する教職員の職務

遂行上の責任範囲を明確にしている。意思決定システムは、各種委員会での審議

事項を職員会議で報告・承認する体制により、効率的な機能を有している。 

 

教職員の採用にあたっては、学院長、副学院長、教育部長及び当該学科長によ

る採用選考面接を行い、その結果に基づき採否を審議し、理事長が決定している。

養成施設・養成所指定規則に定められた基準を充たす人材を確保しており、必要

に応じて専門性の高い人材を採用している。賃金制度については、就業規則の給

与規程に基づき、各職種、職位に応じて職務手当等が定められている。 

 

情報システム化に関しては、全教室での Wi-Fi 環境整備や教務システム

（CampusForce）、学習管理システム（Moodle）の活用により、業務の効率化と情

報共有を推進している。運用にあたっては、各システムにおいて情報セキュリテ

ィを十分に担保しており、安全性を確保した上で学外からのアクセスも可能にし

ている。 

 

・事業計画に基づく運営：事業計画には、学院が抱える課題の解決に向けた取組

みとして重点活動を位置づけ、計画的、組織的に対応している。 

 

・組織体制の強化： 令和６年度に新設した企画広報室並びに研究部を運営組織

図に記載し、学校運営を組織的、計画的に推進している。 

 

・ICT 活用の推進： 学内グループウェア（サイボウズ）、教務システム

（CampusForce）、学習管理システム（Moodle）を多角的に活用し、情報のシステ

ム化と業務の効率化を継続的に推進している。 
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2-2 （1/1） 

2-2 運営方針 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

2-2-1 理念等に沿っ

た運営方針を定めて

いるか 

４ 

教育理念等に沿った運営方針

を明確に定め教職員に明示す

る。 

運営方針は、教育理念等及び事

業計画を踏まえ明確に定め、職

員会議等を通して教職員に明

示している。運営方針の浸透度

については、職員の面談を通じ

ながら適宜確認している。 

運営方針の組織内における浸

透度の確認に更に努める。 

学則 

就業規則 

事業計画 

企画運営委員会資料・議事録 

職員会議資料・議事録 
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2-3 （1/1） 

2-3 事業計画 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

2-3-1 理念等を達成

するための事業計画

を定めているか 

４ 

理念等に沿った組織的、計画的

な教育活動を展開するための

事業計画を定め運営する。 

理念等の具現化に向け、事業計

画を作成している。単年度の事

業計画は、教育部及び事務部計

画で構成し、職員会議の議を経

て、法人理事会での審議と承認

に付している。 

学校運営は、事業計画の進捗状

況を把握しながら適切に推進

している。 

事業計画は、PDCA サイクルに

沿って年度毎に見直し改善を

行っている。 

 

事業計画は適宜見直し、必要に

応じ修正を図っていく。 

事業計画 

法人理事会資料 

各種委員会資料・議事録 

職員会議資料・議事録 
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2-4 （1/1） 

2-4 運営組織 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

2-4-1 学校運営のた

めの組織を整備して

いるか 

４ 

教育理念・教育目的の達成に向

け、効果的な教育活動を展開す

るために、運営組織体制を確立

すると共に、各種委員会の業務

内容に関わる規則・規程等を整

備する。 

規則・規程等は必要に応じ適宜

改正する。 

学校運営組織は、学則及び運営

組織図によって明示している。

職員会議、教職員会議及び各種

委員会の協議事項、業務範囲等

は学則及び規則・規程等で明確

にしている。 

規則・規程等は、必要に応じて

改正していく。 

就業規則 

各種委員会規則 

運営組織図 

各種委員会資料・議事録 
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2-5 （1/1） 

2-5 人事・給与制度 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

2-5-1 人事・給与に関

する制度を整備して

いるか 

４ 

教職員の採用は、事業計画等に

基づき計画的に行う。 

採用基準・手続き、賃金制度に

ついては、就業規則に明文化

し、適切に運用する。 

教職員の採用にあたっては、事

業計画及び就業規則に基づき

実施する。学院長、副学院長、

教育部長及び当該学科長によ

る採用選考面接を行い、採否を

審議した上で、理事長が決定し

ている。賃金制度については、

就業規則に給与規程が定めら

れている。各職種、職位に応じ

て職務手当等が定められてお

り、適切に運用している。 

専攻分野における実務能力及

び指導力の高い人材の採用・確

保に向けた賃金制度について

は、必要に応じて修正してい

く。 

養成施設・養成所指定規則 

学則 

事業計画 

就業規則 

教員採用人事資料 
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2-6 （1/1） 

2-6 意思決定システム 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

2-6-1 意思決定システ

ムを整備しているか 

４ 

学校運営に必要な意思決定シ

ステムとしての規則・規程等を

整備する。 

法人理事会、職員会議及び教職

員会議において必要事項を協

議、決定している。各種委員会

において諸課題を審議し、職員

会議においてその結果の承認

を得る等、意思決定システムは

適切に整備・運用されており、

効率的な意思決定機能を有し

ている。 

学校運営に必要な意思決定シ

ステムとしての規則・規程等

は、必要に応じて修正してい

く。 

学則 

運営組織図 

就業規則 

職員会議資料・議事録 

教職員会議資料・議事録 

各種委員会規則 

各種委員会資料・議事録 
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2-7 （1/1） 

2-7 情報システム 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

2-7-1 情報システム

化に取組み、業務の

効率化を図っている

か 

４ 

情報システム化の推進により、

業務処理の効率化・迅速化及び

業務負担の軽減を図る。 

運用に際してはデータ更新を

適切に行う。 

学内全ての教室で Wi-Fi が使

用可能であり、学内・外ネット

ワークにより作業の効率化や

情報の共有化は進んでいる。学

生の成績閲覧システムは、情報

セキュリティを担保した上で、

学外からも閲覧可能としてい

る。 

学生の成績・出欠、学籍等を一

元 管 理 す る 教 務 シ ス テ ム

（CampusForce）は必要に応じ

改善を進めている。 

学習管理システム（Moodle）は

資料提示や小テスト等の学習

管理のほか、学生への情報伝達

に活用している。 

学生の成績・出欠管理について

は、より適切な教務システムの

運用方法を調査していく。 

学習管理システム（Moodle）の

使用状況を把握し、活用範囲の

拡大を図っていく。 

個人情報保護方針 

個人情報保護規程 

学内グループウェア（サイボウ

ズ） 

教務システムカスタマイズ起

案資料 

ソーシャルメディアポリシー 

学内無線 LAN（Wi-Fi）の利用

について 
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基準３ 教育活動 
 

大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本学では、理念等に沿ったカリキュラム・ポリシーを適切に定め、法人理事会
資料、事業計画に記すと共に、職員会議にて周知している。また、学生・父母等・
関連業界等に対する理解と協力を得るため学院ホームページ等で公表している。 
本学の教育到達レベルは、国家資格取得を明確な目標として設定し、養成施設・
養成所指定規則及び理念等に適合させると共に、ディプロマ・ポリシーとして明
確化している。各学科の教育課程は、教育目的と育成人材像に基づき体系的に編
成され、カリキュラム・ツリーにて可視化されている。各学科で目標とする資格
は教育課程上で明確に定められ、かつ教育課程は国家試験受験資格要件を十分に
満たしている。 
授業方法は、各科目の学修目標に応じ、講義･演習･実習等を適切に選択し配分

している。シラバスには、学修目標、各回の授業内容及び評価方法等を具体的に
記載している。また、学習管理システム（Moodle）を活用した「コマシラバス」
の提示により学習の利便性を高めている。教育課程は、教育課程編成委員会や就
職先の意見を踏まえて見直している。 
キャリア教育については、職業人としての自覚や態度を養い、専門知識を職場

で生かす力を育成する科目として実施している。教育課程については、教育課程
編成委員会や卒業生の就職先からの意見を反映し見直している。 
授業評価については、教育・研修委員会を中心に学習管理システム（Moodle）

を活用し学生に対するアンケートを通して実施している。評価結果は担当教員に
開示し、授業改善に活用している。 
学生の成績評価・単位認定・卒業判定基準は、学則及び細則において明確に定

めている。また、入学前の既修得単位については、明確な基準を設けて審査し、
認定している。研究や技術等の成果は卒業研究発表会等で発表する機会を設ける
と共に、個人情報に配慮しつつ、その様子を学院ホームページ等で積極的に発信
している。 
目標としている国家資格の取得については、国家試験対策委員会と各学科との密
接な連携の下、組織的、計画的に取組んでいる。 
教員組織では、専門性の高い人材を確保し、資質向上に向けた取組みを行って

いる。令和 7 年度は学級担任研修やハラスメント研修を実施し、教育環境の向上
を図っている。研究部による ICT 活用や授業改善の推進、企画広報室の関係部署
との連携により、教育力向上と学生募集の強化に努めている。 

・研究及び技術等の学修成果：研究及び技術等の学修成果を発表する機会を設け
ている。発表の様子は、個人情報に配慮しながら画像や動画、文書を学院ホーム
ページ等に掲載している。 
卒業論文発表会：理学療法学科、作業療法学科 
卒業研究発表会：義肢装具学科  
臨床実習報告会：臨床工学学科 
臨地実習報告会、救急救命技術選手権：救急救命学科 

・付加価値を高める資格取得支援： 基幹となる国家資格に加え、初級パラスポ
ーツ指導員、ベーシックライフサポーター講習、サービス接遇検定 2 級、第 2 種
ME 技術実力検定、JPTEC プロバイダー等の関連資格取得を組織的に支援し、学生
のスキルアップと就職力の強化に繋げている。 

・教員研修の実施：  
学科の特性に応じた外部研修への参加している。新任教員に対する「初任者研

修」に加え、学級担任を対象とした学生対応研修を 1 回、ハラスメント研修を含
む職員研修会を４回、医学専門教育研究会を２回、生成 AI の活用に関する研修
会を４回開催している。 
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3-8 （1/1） 

3-8 目標の設定 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-8-1 理念等に沿った

カリキュラム・ポリ

シーを定めているか 

４ 

本学の教育理念等に沿ったカ

リキュラム・ポリシーを適切に

定める。 

カリキュラム・ポリシーは、教

育理念等に沿って適切に定め、

法人理事会資料、事業計画に表

記すると共に、教職員に周知す

る。 

学生・父母等・関連業界等に対

する理解と協力を得るため学

院ホームページ等で積極的に

公表している。 

本学及び各学科のカリキュラ

ム・ポリシーは、実情の変化に

沿って適宜見直しを行う。 

法人理事会資料 

事業計画 

職員会議資料・議事録 

学院ホームページ 

3-8-2 学科毎に修業年

限に応じた教育到達

レベルを明確にして

いるか 
４ 

各学科の教育到達レベルは、修

業年限に対応すると共に、ディ

プロマ・ポリシーとして明確化

する。 

各学科の教育到達レベルは、養

成施設・養成所指定規則及び教

育理念等に適合させると共に、

ディプロマ・ポリシーとして明

確にしている。 

本学及び各学科のディプロ

マ・ポリシーは、実情の変化に

沿って適宜見直しを行う。 

養成施設・養成所指定規則 

学則 

学生便覧 

シラバス 

事業計画 



  14   

 

3-9 （1/2） 

3-9 教育方法・評価等 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-9-1 教育目的・育成

人材像に沿った教育

課程を編成している

か 

４ 

各学科の教育課程は、教育目的

と育成人材像に沿って、教育内

容･教育方法を体系的、計画的

に編成すると共に、関連業界等

のニーズの変化を反映し定期

的に見直す。 

各科目のシラバスには到達目

標、授業内容及び評価方法等の

必要事項を明示する。 

教育課程は、教育目的と育成人

材像に沿って各学科の教育目

的・目標達成に向け、授業科目、

授業時数、科目の配置等を勘案

し、体系的、計画的に編成し、

原則として完成年度毎に見直

しを行っている。 

教育課程は、カリキュラム・ツ

リーにて可視化している。 

授業方法は、各科目の到達目標

に応じ、講義･演習･実習等を適

切に選択し配分している。 

各科目のシラバスには、担当教

員、到達目標、各回の授業内容

及び評価方法等を具体的に記

載し、明示している。 

各授業（各コマ）の、より詳細

な内容や課題への取組み方法

等を記載したコマシラバスの

掲示には学習管理システム

（Moodle）を活用している。 

授業内容や方法を含む教育課

程は、定期的に見直しを図っ

ていく。 

学生便覧 

シラバス 

事業計画 

教育課程編成委員会資料・議事

録 

カリキュラム・ツリー 

3-9-2 教育課程につ

いて、外部の意見を

反映しているか 

４ 

教育課程の内容については、業

界関係者等の外部者からの意

見を参考にしながら、定期的に

見直す。 

教育課程の内容については、教

育課程編成委員会や卒業生の

就職先からの意見を反映し見

直しを行っている。 

卒業生の就職先等、外部から

の意見を聴取し、引き続き教

育課程に反映していく。 

学生便覧 

シラバス 

教育課程編成委員会資料・議事

録 
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3-9 （2/2） 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-9-3 キャリア教育

を実施しているか 

４ 

様々な教育活動を通して、社会

人・職業人としての自立に向け

たキャリア教育を実施する。 

各学科において、職業人になる

という自覚や態度を涵養し、学

んだ専門知識や技術を実際の

職場で生かすためのコミュニ

ケーションや問題解決等の能

力を育成するキャリア教育を

授業科目として実施している。 

臨床・臨地実習を通し、より実

践的に教育している。 

キャリア教育の効果について、

卒業生の就職先から意見を聴

取し教育内容・方法の見直しを

行っている。 

卒業生の就職先等、外部からの

意見を聴取し、引き続きキャリ

ア教育に反映していく。 

シラバス 

関連資格取得状況一覧 

3-9-4 授業評価を実

施しているか 

４ 

学生による授業評価を実施し、

その結果を授業内容・方法の改

善に反映させる。 

学生による授業評価は、教育・

研修委員会が中心となり、学習

管理システム（Moodle）を活用

したアンケートを通して実施

している。 

アンケートは、学習意欲の喚

起・維持に関する内容に見直し

が行われている。 

評価結果は担当教員に開示し、

授業内容・方法の改善に反映さ

れている。 

非常勤講師の授業評価につい

ては、評価の趣旨を説明し、同

意を得られた授業科目から順

次実施していく。 

教育・研修委員会報告書 

卒業生アンケート報告書 



  16   

 

3-10 （1/1） 

3-10 成績評価・単位認定等 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-10-1 成績評価・修

了認定基準を明確化

し、適切に運用して

いるか 

４ 

成績評価・単位認定の基準は規

則等において明確にし、学生に

周知すると共に、会議等を開催

し適切に運用する。 

本学の授業科目と他の高等教

育機関における開設科目との

単位互換については、明確な基

準に基づき運用する。 

成績評価・単位認定の基準は、

学則及び細則で明確に定め、教

職員会議を通して適切に運用

している。 

成績評価の方法等に関しては、

教育内容に応じた多様な評価

方法に対応すべく学則及び細

則に明記している。 

進級及び卒業の判定基準や方

法については、学則及び細則を

見直し、明確化している。 

他の高等教育機関における既

修得単位の認定については、明

確な基準を設け、適切に運用し

ている。 

成績評価の基準や方法につい

ては、授業科目の到達目標に応

じ、適宜見直しを行う。 

 

学生便覧 

シラバス 

 

 

3-10-2 研究及び技術

等の発表における成

果を把握しているか 

４ 

在校生の研究や技術等の発表

における成果を正確に把握す

る。 

在校生の研究や技術等は、理学

療法学科、作業療法学科におい

ては卒業論文発表会、義肢装具

学科においては卒業研究発表

会、臨床工学学科においては臨

床実習報告会、救急救命学科に

おいては、臨地実習報告会及び

救急救命技術選手権で発表し、

その成果は正確に把握してい

る。 

研究や技術等の発表の様子は、

個人情報に配慮しながら写真

や動画と文書を学院ホームペ

ージ等に掲載している。 

 

発表の成果を教育内容・方法の

改善に活用していく。 

 

シラバス 

卒業論文集等 

学院ホームページ 

学院 Facebook 

学院 Instagram 

学院 TikTok 
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3-11 （1/1） 

3-11 資格・免許の取得の指導体制 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-11-1 目標とする資

格・免許は、教育課

程上で、明確に位置

づけているか 

４ 

理学療法士作業療法士養成施

設指導ガイドライン、臨床工学

技士養成所指導ガイドライン、

義肢装具士養成所指導ガイド

ライン及び救急救命士養成所

指導要領に基づいて、理学療法

士、作業療法士、臨床工学技士、

義肢装具士及び救急救命士資

格取得を目的とした教育課程

を明確に定める。 

各学科で目標とする資格は教

育課程上で明確に定められ、か

つ教育課程は国家試験受験資

格要件を十分に満たしている。 

各学科では、基幹の国家資格以

外に初級パラスポーツ指導員、

ベーシックライフサポーター

講習、サービス接遇検定 2 級、

第 2 種 ME 技術実力検定、JPTEC

プロバイダー等の関連資格取

得に向けた支援を行っている。 

 

資格取得に向けたより良い教

育課程について、ガイドライン

等を参照しながら継続的に検

討する。 

 

学則 

学生便覧 

シラバス 

養成施設・養成所指定規則 

理学療法士作業療法士養成施

設指導ガイドライン 

臨床工学技士養成所指導ガイ

ドライン 

義肢装具士養成所指導ガイド

ライン 

救急救命士養成所指導要領 

3-11-2 資格・免許取

得の指導体制はある

か 

４ 

理学療法士、作業療法士、臨床

工学技士、義肢装具士及び救急

救命士の資格取得に向け、教育

内容の充実を図ると共に、組織

的・計画的な指導体制を設け

る。 

卒業後に資格取得に臨む者に

対する支援・指導体制を整備す

る。 

各学科の修業年限内での資格

取得を念頭においた教育課程

が組まれ、1 年次より指導体制

を強化している。教育内容の修

得に向けては、国家試験対策委

員会、教育・研修委員会及び学

生支援委員会と各学科の連携

により、計画的に学習支援を行

っている。 

成績低位者に対しては、1 年次

よりリメディアル教育の他、各

学科教員による学習方法の指

導を含め支援を実施している。

国家試験不合格者に対しては、

無償で学校設備を利用し、国家

試験に向けた学習支援を実施

している。 

修業年限内で資格取得できな

い学生がいることに対して、各

学科において教育課程の見直

し及び教授方法の工夫を図る。 

国家試験対策委員会報告書 

教育・研修委員会報告書 

学生支援委員会報告書 

学則 

学生便覧 

シラバス 

学院説明会資料 

卒業生アンケート報告書 
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3-12 （1/2） 

3-12 教員・教員組織 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-12-1 資格・要件を

備えた教員を確保し

ているか 

４ 

養成施設・養成所指定規則を遵

守し、専門性、人間性、教授力、

指導力、必要資格等の要件を備

えた教員（非常勤を含む）を適

切に採用・配置する。 

養成施設・養成所指定規則の専
任教員資格要件を備えた教員を
必要数確保している。教員の採
用及び配置等については人事計
画のもとでの対応に努めてい
る。これまで理学療法学科及び
作業療法学科では、新規採用し
た教員の「養成施設等教員長期
講習会」参加を積極的に行って
いる。臨床工学学科、義肢装具
学科及び救急救命学科では、教
育施設協議会主催の「教員研修
会」に参加している。 

教員個々人において、専門性を

追求すべく学会・研修会等へ参

加している。所属する職能団体

や学会の定める専門資格や認

定資格等を取得するよう努め

ていく。これに関わる研究発表

や論文投稿は、各学科で支援を

行う。 

養成施設・養成所指定規則 

教員履歴書 

認定資格証 

教員講習会等修了証書 

出張報告書 

3-12-2 教員の資質向

上への取組を行って

いるか 

４ 

実践的な職業教育機関として、

教員の専門性を把握・評価する

と共に、最新の知識、技術及び

技能の修得に向け、関連業界等

との連携の下、組織的・計画的

な研修を行う。 

教授力・指導力については、授

業評価及びピアレビュー等を

通して把握・評価すると共に、

その向上に向けた組織的・計画

的な研修を行う。 

 

教員の資質については、専門性、
教授力、指導力を的確に評価し
ている。専門性の向上のために、
関連学会や研修会等へ計画的に
参加すると共に臨床研修を継続
的に実施している。加えて、対
面 及 び 学 習 管 理 シ ス テ ム
（Moodle）を活用した職員研修
会を 4 回、医学専門教育研究会
を 2 回開催している。教授力及
び指導力向上のために、学習管
理システム（Moodle）を利用し、
学生による授業評価アンケート
調査を実施している。1 年未満の
教員に対して初任者研修を実施
している。なお、令和 7 年度は、
最終学年を除く 5 学科の学級担
任を対象とした学級運営や学生
対応に関する研修を実施してい
る。また、全教職員を対象とし
て、ハラスメント研修を実施し
ている。 

学生による授業評価アンケー

トを踏まえ、次年度に向けた授

業内容の設計や教授法につい

て充実させていく。 

教職員に対するメンタルヘル

スケアは、上長との面談を通し

て確認するとともに、メンタル

ヘルスセルフチェックサイト

の利用を促し、その活用状況の

把握に努める。 

事業計画 

出張復命書 

研修報告書 

教員業績記録 

学院ホームページ 

職員の研修等に係る規程 

出張旅費等に関する申し合わ

せ事項 

教育・研修委員会報告書 

職員研修会資料 

教職員のメンタルヘルス対策 
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3-12 （2/2） 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-12-3 教員の組織体

制を整備しているか 

４ 

教員の業務分担や責任体制に

ついて規程等で明確に定める。

非常勤教員を含む教員間の連

携・協力体制を構築し、授業内

容や教育方法の改善を行うた

めに、職員会議・企画運営委員

会等の組織体制を階層的に整

備する。 

教員組織は運営組織図で定め

られており、学院長が職員会

議・教職員会議を主宰し学院の

方針及び重要事項等の伝達や

情報交換を図っている（月 1

回）。教育部長は企画運営委員

会を主宰し、学科間の連携強

化、情報共有及び指導力向上を

図っている（週 1 回）。各委員

会の委員長は、委員会の報告及

び議題を職員会議に諮り、学院

運営に反映させている。各学科

長は学科の運営を行い、必要に

応じ学科内の会議を開催し、授

業及び学生指導等を組織的に

進めている。研究部は、ICT の

活用を含む授業方法の改善を

通して、教育の質向上を図って

いる。また、教員間での実践共

有を行い、組織的な教育力の向

上に努めている。企画広報室

は、広報委員会をはじめとする

関係部署と連携し、効率的な学

生募集を実現するため、さまざ

まな企画の検討を行っている。 

各教員の専門力を担保すると

共に、企画運営委員会等と各学

科のさらなる連携・協力体制を

整備し組織的に取組みを進め

ていく。 

 

運営組織図 

就業規則 

学則 

各種委員会規則 

職員会議議事録 

企画運営委員会議事録 
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基準４ 学修成果 
 

大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

就職支援については、就職説明会の開催、求人情報の学生への周知、面接指導、

公務員採用試験対策、履歴書添削指導等に組織的に取組んでいる。学科毎に就職

先、就職者数、就職率等の就職活動の成果に関する情報及び推移を正確に把握す

ると共に、支援の資料として有効に活用し、就職率の向上を図っている。就職支

援に関する具体的な取組等は、個別指導や実習時期の見直しを含め、適切に実施

されている。理学療法学科、作業療法学科、臨床工学学科、義肢装具学科におい

ては就職率 100％を維持している。一方で、救急救命学科の就職率は 43.6％であ

り、法改正以降、病院からの求人が増えているものの、本年度は採用枠が少ない

消防機関を目指す学生がほとんどであったため、令和 6 年度に比べ約 13.8 ポイ

ント低下している。 

 

国家試験対策については、国家試験対策委員会と各学科の密接な連携の下、模

擬試験、特別講義、グループ学習、成績下位者への対応、既卒受験者への対応、

メンタルサポート等、きめ細かな指導を行っている。また、国家試験対策検証報

告書を通して課題分析を行い、指導内容のさらなる向上に努めている。国家試験

合格率の推移等については、学内及び全国の合格率を把握し、出題傾向の分析等

も行っている。なお、高い国家試験合格率をコンスタントに維持するため、最終

学年における集中的な支援と共に、１年次からの継続的な支援及び成績下位者へ

の計画的な学習支援に取組んでいる。新型コロナウイルス感染等の拡大により対

面授業が困難な場合もしくは予測される場合においては、学習管理システム

（Moodle）を用いての学習支援を行っている。 

  

卒業生の社会的評価については、就職先の訪問や各学科の関連業界、卒業生同

窓会及び学会等からの情報を得ている。本年度はこれまで実施したアンケート結

果を吟味し、より円滑かつ効果的な把握に向けて、次年度以降の実施方法につい

て検討を行っている。 

 

・就職支援の成果と課題： 理学療法、作業療法、臨床工学、義肢装具の 4 学科

は就職率 100％を継続して維持している。救急救命学科については、病院等から

の求人活用や早期の進路意識の多様化を含め、さらなる指導の充実が求められて

いる。 

・国家試験対策： 1 年次からの継続的な支援に加え、感染対策や学修効率の向上

を踏まえ、学習管理システム（Moodle） や Zoom を多角的に活用した学修支援

を定着させている。 

・卒業生の社会的評価の検討： 卒業生の社会的評価をより正確に教育活動へ反

映するため、過去のアンケート結果の精査に基づき、調査時期や内容の再構築に

着手している。 
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4-13 （1/1） 

4-13 就職率 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

4-13-1 就職率の向上

を図っているか 

３ 

関連業界等の動向とともに、就

職率の推移に関する情報を把

握し、就職率の向上を図る。 

 

目標 

理学療法学科 100％ 

作業療法学科 100％ 

臨床工学学科 100％ 

義肢装具学科 100％ 

救急救命学科 100％ 

学科毎に就職先、就職者数、就

職率等の就職活動の成果に関

する情報及び推移を正確に把

握すると共に、支援の資料とし

て有効に活用し、就職率の向上

を図っている。 

就職支援に関する具体的な取

組等は基準 5（小項目 5-16-1 

イ）に記載のとおりである。 

理学療法学科、作業療法学科、

臨床工学学科、義肢装具学科に

おいては就職率 100％を維持し

ている。救急救命学科の就職率

は、43.6％であり、令和 3 年

10 月の法改正以降、病院から

の求人が増えているものの、本

年度は採用枠が少ない消防機

関を目指す学生がほとんどで

あったため、令和 6 年度に比べ

約 13.8 ポイント下がってい

る。 

学生が希望する就職先の求人

獲得のため、関連業界等との連

携を強化していく。 

救急救命学科については、病院

からの就職説明会を実施し、新

卒時点での就職を積極的に訴

え掛けていく。 

学生支援委員会報告書 

就職説明会資料 
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4-14 （1/1） 

4-14 資格・免許の取得率 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

4-14-1 資格・免許取

得率の向上を図って

いるか 

４ 

国家試験対策委員会と各学科

による指導体制を充実させ、国

家試験合格率の向上を図る。 

合格率の推移に関する情報等

を把握し、指導方法の工夫改善

に取組む。 

 

目標 

理学療法学科 100％ 

作業療法学科 100％ 

臨床工学学科 100％ 

義肢装具学科 100％ 

救急救命学科 100％ 

国家試験対策委員会において

国家試験合格率の年次推移を

総合的に把握すると共に、教

育・研修委員会、学生支援委員

会及び各学科との連携のもと

国家試験対策の学習支援につ

いて計画を立て教職員を挙げ

て取組んでいる。グループ学習

や成績低位者への対応につい

ても協議を重ね教員の指導力

向上に努めている。併せて、学

生のメンタルサポートについ

ても各学科の担任をはじめ、教

員全体で対応している。 

新型コロナウイルス感染症等

の感染拡大により対面授業が

困難な状況もしくは予測され

る場合においては、学習管理シ

ステム（Moodle）を用い学習支

援を行っている。感染対策につ

いては、学校における新型コロ

ナウイルス感染症に関する衛

生管理マニュアル（文科省）並

びに学校感染症に罹患または

罹患した疑いのある学生の出

席等の取り扱いについてに準

拠している。 

1 年次からの学習の進め方、国

家試験出題内容を踏まえた講

義構成、国家試験学習の早期開

始、成績低位者への対応等、 総

合的な学習支援、個別的な対応

等について充実を図る。 

国家試験対策委員会規則 

国家試験対策委員会資料・議事

録 

国家試験対策委員会報告書 

国家試験対策検証報告書 

学校における新型コロナウイ

ルス感染症に関する衛生管理

マニュアル（文科省） 

学校感染症に罹患または罹患

した疑いのある学生の出席等

の取り扱いについて 
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4-15 （1/1） 

4-15 卒業生の社会的評価 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

4-15-1 卒業生の社会

的評価を把握してい

るか 

４ 

卒業生の就職先の訪問等を通

して、卒業後の社会的評価を把

握する。 

卒業生の就職先の訪問や各学

科の関連業界、卒業生同窓会及

び学会等からの情報をもとに、

適宜卒業生状況一覧表として

取りまとめている。 

本年度はこれまで実施したア

ンケート結果を吟味し、次年度

以降の実施方法について検討

している。 

関連業界等からの情報収集を

継続すると共に、卒業生の就職

先へのアンケート内容及び実

施時期を検討する等、より円滑

な把握に努める。 

卒業生状況一覧 

卒業生（新入職員）に関するア

ンケート 
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基準５ 学生支援 
 

大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

就職支援については、各学科、学生一人ひとりの意向を尊重しながらきめ細かく対応し
ている。就職説明会の開催や模擬面接の実施に加え、関連資格の取得奨励や、採用試験時
期の早期化に合わせた実習時期の見直し等を通して、学生の進路決定を強力に支援してい
る。 
退学率低減については、入学前からの学習支援と共に、1年次を主体に、オリエンテー

ション、面談、基礎学力向上のためのリメディアル教育等の取組みを進めている。また、
成績下位者を対象とした組織的、個別的な学力支援活動や休学者に対するきめ細かな支援
を行っている。退学者数の推移については、学生支援委員会で把握と分析を行っている。
本年度の退学率は 4.6％と、令和 6 年度より 1.5 ポイント減少している。退学理由（複数
回答）は、「進路変更（就職）」83％、「学校生活不適応」22%、「進路変更（転学・進学）」
17％、となっている。 
学生相談体制については、カウンセラーによる定期的なカウンセリングに加え、オンラ

インカウンセリングを可能にする内規の改訂を行っている。学習管理システム（Moodle）
や学院ホームページへの案内掲載、メール申し込みの導入により、相談しやすい環境を整
えている。 また、メンタルヘルスアンケートの実施やハラスメント防止の啓発活動も継
続している。 
学生の経済的支援としては、各種奨学金制度等を周知し、支援している。家計急変時に

は授業料減免や分納に対応している。また、後援会による予防接種費用の補助等を行って
いる。 
学生の健康管理・生活支援については、保健管理委員会を中心に定期健康診断等を実施

している。新型コロナウイルス感染症等についてはマニュアルに基づき対応し、実習施設
の要請に応じた検査体制を維持している。また、合理的配慮が必要な学生には教職員等と
連携し適切に支援している。 
通学支援では、JR 熊本駅、JR新水前寺駅、JR 光の森駅、熊本電鉄御代志駅の 4 か所を

発着点とする無料のスクールバスを運行している。また、車両通学者のために駐車場、駐
輪場を整備していると共に、近隣のガソリンスタンドと提携し、給油、点検等のサービス
を受けられる支援をしている。 
学生自治会である友志会主催の「体育祭」や「友志祭」の開催、クラブ活動や「専修学

校スポーツ大会」への参加などを支援している。また、学生表彰規程に基づき学生表彰を
行うことで活動意欲のさらなる向上に努めている。 
父母等との連携については、懇談会を開催し、教育方針や学生の状況等について説明し、

意見交換を行っている。また、必要に応じて父母等との個別面談を実施するなど、信頼関
係の構築に努めている。 
卒業後の再教育プログラムへの取組みに関しては、同窓会や関連団体との連携を維持す

ると共に、国家試験対策の学習会や専門分野に関する研修会の開催など、適切に対応して
いる。 

・退学率の低減： 徹底した学生相談と学力支援の結果、退学率は 4.6％と令和 6 年度より

1.5 ポイントまで低下しており、支援の効果が着実に現れている。 

・相談体制のデジタル化と柔軟性： オンラインカウンセリングの導入と、学習管理シス

テム（Moodle）・メール等による多角的なアクセス経路の確保により、相談の心理的障壁

を下げている。 

 

・学生の経済的側面に対する支援：各種奨学金制度等の申請を支援し、家計急変時には授

業料減免や分納に対応している。併せて、後援会による予防接種費用の補助を行っている。 

 

・感染症対策と合理的配慮： 定められたマニュアルに基づく厳格な感染症管理と共に、

個々の学生の特性に応じた合理的配慮を組織的に実施している。 

 

・通学利便性の向上： 熊本市内の主要拠点４か所を結ぶ無料スクールバスを完備し、学

生の通学負担を大幅に軽減している。 

 

・課外活動の支援：学生自治会主催行事やクラブ活動等を支援している。 

 

・父母等との連携：懇談会や個別面談を通して父母等と連携し、情報共有と信頼関係の構

築に努めている。 

 

・卒業後の再教育プログラム：同窓会や関連団体と連携を図ると共に、国家試験対策や専

門分野の研修会を実施している。 
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5-16 （1/1） 

5-16 就職等進路 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-16-1 就職等進路に

関する支援組織体制

を整備しているか 

４ 

学生の就職活動を支援するた

め、学科毎に就職説明会や個別

相談を実施すると共に、履歴書

の書き方、面接の受け方を指導

するなど組織的な体制を整備

する。 

学科毎に就職説明会等を開催

すると共に、学生一人ひとりの

就職活動にきめ細かく対応す

るため、個別の相談に適切に応

じている。 

筆記試験対策、履歴書･願書の

書き方、面接の受け方について

は授業内容に盛り込む他、個別

指導を実施している。 

救急救命学科においては、公務

員志望者に対する課外授業の

基礎講座及び正課の集中講義

を開講すると共に、自衛隊、海

上保安庁、病院等に就職した卒

業生による職業講話を実施し、

幅広い職域選択を促している。 

就職試験において評価の対象

となりうる福祉住環境コーデ

ィネーター、初級パラスポーツ

指導員、認知症ケア指導管理士

（初級）、第 2 種 ME 技術実力検

定、JPTEC プロバイダー等関連

資格取得のための支援体制を

整備している。 

職種によっては採用試験時期

が早まっているため、教育課程

の変更と併せ臨床・臨地実習時

期の見直しを図っている。 

理学療法学科、作業療法学科、

臨床工学学科、義肢装具学科に

おける就職率は目標を達成し

ており、現状の支援体制を維持

していく。 

救急救命学科においては、公務

員採用試験対策の更なる強化

を図ると共に、消防機関以外で

は特に病院施設からの職業講

話を充実し、幅広い職域選択を

促していく。 

学生支援委員会規則 

学生支援委員会資料･議事録 

学生支援委員会報告書 

就職説明会資料 

学生面談記録（CampusForce）

シラバス 
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5-17 （1/1） 

5-17 中途退学への対応 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-17-1 退学率の低減

を図っているか 

３ 

学生支援委員会を中心に、退学

者数に関する情報や学生の状

況等を把握し、退学率低減に向

けて組織的に取組む。 

学生支援委員会では、退学・休学
の要因、傾向、各学年における退
学者数等を把握している。 
企画運営委員会では、退学・休学
が懸念される学生の情報を共有
し、学生指導に活用している。 
本年度の退学率は 4.6％と前年度
より 1.5 ポイント減少している。 
退学理由（複数回答）としては、
「進路変更（就職）」83％、学校生
活不適応」22%、「進路変更（転学・
進学）」17％となっている。 
入学後の取組みとして、学習面に
関する課題については、基礎学力
低位者に対する国語・数学のリメ
ディアル教育や専門科目等の補完
的学習支援を実施し、退学・休学
に結び付きやすい心理面に関する
課題については、各学科教員及び
カウンセラーによるメンタルヘル
スケアを実施している。 
入学予定者に対する取組みとし
て、学科ごとに、専門教育への円
滑な移行を目的とした解剖学の基
礎的内容、医学用語の読み書き等
の入学前課題を提示している。義
肢装具学科及び救急救命学科につ
いては、高校までに身につけてお
くべき基礎学力（国語・数学・理
科）の定着に向け、外部委託によ
る入学前教育プログラムの受講を
案内している。 
休学者に対しても定期的な連絡を
行う等、復学に向けたきめ細かな
サポートを行い退学率の低減に向
け取組んでいる。 

学習面に関する課題解決に向

け、リメディアル教育のさらな

る充実を図ると共に、入学前課

題や入学前教育プログラムの

結果を分析し、より効果的な学

習支援に取り組んでいく。 

また、進路が定まらないまま退

学する学生が多いことを踏ま

え、学業の継続に課題があるの

か、心理面に問題があるのかを

把握する必要がある。 

心理的な課題の解決に向けて

は、教員による早期介入を心が

けるとともに、カウンセラーと

の連携をさらに強化していく。 

 

学生支援委員会規則 

学生支援委員会資料･議事録 

学生支援委員会報告書 

学生面談記録（CampusForce） 

カウンセリング室の設置･利用

についての内規 

メンタルヘルス相談に関する

記録 
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5-18 （1/1） 

5-18 学生相談 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-18-1 学生相談に関

する体制を整備して

いるか 

４ 

充実した学生生活を送るため、

学生が抱える悩みの解決に向

け、学科毎の個別面談をはじ

め、専門家による相談体制を整

備する。 

学生が抱える精神面での課題を早
期に把握するために定期的にアン
ケートを実施し、この結果を参考
に各学科教員が個別面談を実施し
ている。 
新入生に対するアンケートは、新
入生オリエンテーション時に 1 回
目を実施し、入学に際して不安や
問題を抱えていないか把握し、入
学後早期に個別面談を実施してい
る。 
学生がカウンセリング室をより利
用しやすいように、オンラインで
のカウンセリングを可能にするた
め、カウンセリング室の設置･利用
についての内規の改訂を行い、学
習管理システム（Moodle）の学院
掲示板や学院ホームページに利用
案内を掲載しメールでの申し込み
もできるようにしている。 
メンタルヘルスケアとして、カウ
ンセラーによるカウンセリング室
を定期に開設しており、急を要す
る事案があった際は臨時追加で開
設している。また、父母等のカウ
ンセリング室利用時は、必要に応
じ教員も同席し、カウンセラーか
らの助言や学生への対応に協力し
ている。 
ハラスメントに関する相談窓口が
より分かり易くなるよう、学院ホ
ームページに修正を行っている。
また、各教室にハラスメント防止
のチラシを掲示するとともに、学
習管理システム（Moodle）のクラ
ス掲示板へのハラスメント防止の
チラシを掲載する工夫も行ってい
る。 
 
 

学生相談を担当する教員のカ

ウンセリングスキルの習得・向

上に向け、カウンセラーの助言

等の活用を図っていく。 

カウンセリング室利用者の人

数に合わせ、開設日の調整等を

随時行う。 

ハラスメント防止の取り組み

について、学生への継続的な周

知を行っていく。 

保健管理委員会規則 

保健管理委員会資料・議事録 

保健管理委員会報告書 

学校保健安全法 

学校保健年間計画 2025 

学生面談記録（CampusForce） 

カウンセリング室の設置･利用

についての内規 

メンタルヘルス相談に関する

記録 

ハラスメントの防止に関する

規則 

学習管理システム（Moodle）学

院掲示板 

学院ホームページ 
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5-19 （1/3） 

5-19 学生生活 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-19-1 学生の経済的

側面に対する支援体

制を整備しているか 

４ 

経済的理由により、就学困難な

状況をできるだけ回避するた

めに経済的側面に対する支援

体制を整備し周知する。 

状況に応じ学費分納等を活用

できるようにする。 

日本学生支援機構奨学金制度

及び高等教育の修学支援新制

度の活用について周知すると

共に、経済的支援を必要とする

学生に対し、申請手続きの援助

を行っている。教育訓練給付金

制度についても同様の対応を

行っている。 

家計状況の急変により学費の

納入が困難な学生に対し、授業

料減免制度の適用や学費の分

納に応じている。 

その他、学院後援会と連携し、

学生の福利厚生として、インフ

ルエンザ予防接種、麻疹、風疹、

水痘、ムンプス、B 型・C 型肝

炎抗体価検査費用の一部補助

を行っている。 

また、新型コロナウイルス感染

症に関する実習前検査費用に

ついては学院より一部補助を

行い、家庭の経済的負担軽減に

向け取組んでいる。 

各種支援制度等の周知及び申

請手続きについては、支援対象

となる学生に不利益が生じる

ことがないよう、滞りなく業務

を遂行し、学生が経済的理由に

より修学を断念することがな

いよう支援を継続する。 

学生の福利厚生に関する補助

については、今後も学院後援会

との連携を図っていく。 

日本学生支援機構奨学金に関

する資料 

高等教育の修学支援新制度に

関する資料 

教育訓練給付金に関する資料 

学院ホームページ 

学院案内 

学生募集要項 

授業料減免制度規程 

後援会総会資料 
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5-19 （2/3） 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-19-2 学生の健康管

理を行う体制を整備

しているか 

４ 

日常の学院生活における突発

的な疾病や外傷に対処する保

健室を設置する。 

学外実習を含む教育活動が円

滑に展開できるよう、定期健康

診断を実施すると共に、学外実

習施設における感染予防、感染

媒介対策等を踏まえながら、学

生の感染症防止のための体制

を整備する。 

突発的な急病や外傷に対処す
るために保健室を設置してい
る。 
健康診断や健康維持に関する
啓発、学外実習に向けた感染症
対策は、学校保健年間計画に基
づき適切に実施している。 
抗体価検査やワクチン接種に
ついては入学前より新入生及
び父母等に周知し、入学後も個
別指導を行っている。 
新型コロナウイルス感染症及
び学校感染症に罹患、またはそ
の疑いのある学生の出席等の
取扱いについては、定められた
マニュアルに基づき、学生への
周知・指導を継続して実施して
いる。 
新型コロナウイルス感染症に
関する検査実施の要望に対し
ては、学内での検体採取及び外
注検査を継続しており、実習施
設の要請に基づき随時対応可
能な態勢を維持している。 
流行性・季節性感染症について
は、発症状況を確認し学生及び
教職員に周知すると共に、関連
する医療機関の協力を得て、イ
ンフルエンザウイルスワクチ
ンを学内で接種できる体制を
整備している。 
合理的配慮を必要とする学生
について、職員及び学外講師と
情報を共有し、適切な支援が行
えるよう取組んでいる。 

新入生及び父母等への感染症

対策に関する説明資料は、より

分かりやすいものに改訂し、適

切な時期でのワクチン接種の

実施に努める。 

学内における流行性感染症の

蔓延を防ぐため、国や地域の感

染症発生動向の情報収集、学内

での発生状況把握と予防啓発、

蔓延防止対策を続けていく。 

 

保健管理委員会規則 

保健管理委員会資料・議事録 

保健管理委員会報告書 

学校保健安全法 

学校保健年間計画 2025 

学校における新型コロナウイ

ルス感染症に関する衛生管理

マニュアル（文科省） 

医療関係者のためのワクチン

ガイドライン 

熊本総合医療リハビリテーシ

ョン学院における新型コロナ

ウイルス感染症対策マニュア

ル 

学校感染症に罹患または罹患

した疑いのある学生の出席等

の取扱いについて 

学生健康診断票 

学習管理システム（Moodle）学

院掲示板 

臨時職員会議議事録 
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5-19 （3/3） 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-19-3 学生寮の設置

などの生活環境支援

体制を整備している

か 

４ 

通学等の利便性向上に向けて、

スクールバスの配備、学生駐車

場の確保、学院周辺のアパート

の紹介等、良好な生活環境支援

体制を整備する。 

JR 熊本駅、JR 新水前寺駅、JR

光の森駅、熊本電鉄御代志駅の

4か所を発着点とする無料のス

クールバスを運行し、通学支援

を行っている。 

希望者には、学院周辺のアパー

トを案内している。 

車両通学者のための駐車場、駐

輪場を整備し、利活用について

支援している。 

学院近隣のガソリンスタンド

と提携し、給油、日常点検、車

検等にわたり様々なサービス

を受けられる支援をしている。 

学生のより良い生活環境の提

供に向けて、今後とも支援の充

実に努めていく。 

アパート案内綴り 

スクールバス利用申請書 

スクールバス運行表 

車両通学申請書 

学院ホームページ 

学院案内 

5-19-4 課外活動に対

する支援体制を整備

しているか 

４ 

クラブ活動を中心とした、文

化・スポーツ部に対して、活動

場所の提供や専修学校体育大

会等への参加支援体制を整備

する。 

学生自治会である「友志会」の

各種活動について支援体制を

整備する。 

「友志会」及び各クラブの活動

については、学生支援委員会及

び各クラブ「相談役」が支援す

ると共に、活動状況の把握に努

めている。 

学院後援会からは、活動費の補

助を通して支援がなされてい

る。 

活動意欲のさらなる向上に向

け、学生表彰規程に基づいて表

彰している。 

友志会活動の「体育祭」や「友

志祭」の開催、クラブ活動や「専

修学校スポーツ大会」への参加

などを支援している。 

友志会活動「体育祭」・「友志祭」

やクラブ活動、「専修学校スポ

ーツ大会」等に対し、学生の主

体的な行動を尊重しつつ学生

支援委員による支援に努めて

いく。 

学生支援委員会規則 

学生支援委員会資料･議事録 

学生支援委員会報告書 

後援会役員会資料 

後援会総会資料 

友志会会則 

各クラブ会則 

クラブ活動計画･報告書 

試合･合宿･学会発表届 

体育館使用記録 

学習管理システム（Moodle）学

院掲示板 
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5-20 （1/1） 

5-20 父母等との連携 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-20-1 父母等との連

携体制を構築してい

るか 

４ 

学業・生活面等での支援に向け

て、父母等との連携体制を構築

する。 

父母等とのオリエンテーショ

ン、父母等との懇談会、後援会

総会等を通して、学院の教育方

針や学生の状況等について説

明し、意見交換を行うなど、父

母等との連携を緊密に図って

いる。必要に応じて、電話での

家庭訪問等を実施している。 

学院内での学生の様子などは、

学院ホームページ、Facebook、

Instagram、TikTok を通して父

母等を含む外部に向けて情報

を発信している。 

父母等からの信頼維持のため

に、必要に応じて電話による情

報交換を行うなど、緊密な連携

を図っていく。 

父母等とのオリエンテーショ

ン資料 

父母等との懇談会資料 

後援会総会資料 

学院ホームページ 

学院 Facebook 

学院 Instagram 

学院 TikTok 
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5-21 （1/1） 

5-21 卒業生・社会人 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-21-1 卒業生への支

援体制を整備してい

るか 

４ 

卒業生で同窓会を組織する。 

同窓会の活動状況を把握し、支

援する。 

卒業後の相談や研究活動等に

対する支援を行う。 

卒業生で組織する同窓会とし

て「麒麟倶楽部」と「白眉会」

が活動を行っている。学内に同

窓会事務局を置き、緊密に連携

して同窓会主催の各種研修会

に対して会場提供等を行って

いる。 

卒業生の研究発表や論文につ

いても学術的視点からの助言

や支援を行っている。 

卒業後も就職活動を継続する

場合や再就職の際にも相談や

面接の練習を行うなどの支援

を行っている。 

同窓会との連携を継続して行

う。 

 

学生便覧 

施設借用申請書 

5-21-2 産学連携によ

る卒業後の再教育プ

ログラムの開発・実

施に取組んでいるか 

４ 

関連業界等と連携して、卒業後

の再教育プログラムを開発・実

施し、卒業生等の学びを支援す

る。 

熊本県理学療法士協会、熊本県

作業療法士会、熊本県臨床工学

技士会及び日本義肢装具士協

会と連携し、卒後教育と研鑽の

場として学院を活用している。 

新型コロナウイルス等感染症

の影響により一時期は Web 研

修が利用されたが、令和 7 年度

は対面型研修へと移行する傾

向が強まっている。 

関連業界と学院とが連携して

卒後教育プログラムを今後も

実施する。 

施設借用申請書 

Web 研修会案内 
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基準６ 教育環境 
 

大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本学の施設・設備基準は関連法によって規定されており、全て基準を充たして

いる。体育館やランチルーム等も設置しており、学生が適切な教育環境の下で学

習に取組めるよう整備されている。令和７年度は、整備計画に基づき電話設備の

改修を実施している。 施設等の管理については規程により役割を明確化してお

り、物品管理においても関連部署の責任の下、破損・紛失の把握及び修理・購入

を適切に行うことで、教育活動に支障が生じない管理体制を維持・向上させてい

る。 

 

学外実習については、指導者会議の開催や巡回訪問指導等を通して関係機関と

密接に連携し、適切な教育体制を構築している。学外実習の教育効果については、

実習成績表等を基に、状況を把握し効果を確認している。巡回訪問指導時の記録

は教員間で共有し、活用している。臨床・臨地実習においては、不測の事態に備

え、感染症に関する補償もカバーした保険「will」を利用し、学生の安全を確保

すると共に、不利益が生じないよう体制を整えている。 

 

防災と安全管理体制については、防災安全管理委員会を中心に事務部・各学科

との連携の下、管理業務の適正な運営を図っている。防災訓練については、12 月

に火災発生を想定した避難訓練を実施し、情報収集と指揮命令系統の確立、自衛

消防隊の役割確認、避難経路・場所の確認を行っている。さらに消防設備点検と

併せて消火器・屋内消火栓の取扱い訓練を実施し、訓練後は振り返りを行い、そ

の結果をまとめることで体制の改善を図っている。 

 

学内における安全管理体制については、防災・安全管理規程及び危機管理マニ

ュアルを周知すると共に、安全教育や交通安全指導を適宜実施している。全ての

学生が加入する傷害保険には、通学時や学外実習時のほか新型コロナウイルス感

染症関連の補償も含まれている。 

・計画的な施設設備更新：令和７年度に実施した電話設備の改修など、整備計画

に基づき計画的な環境改善を継続している。教育用具等の維持管理および補充が

迅速かつ適切に行われる体制を構築している。 

 

・実習支援の充実と安全確保：学外実習では、指導者会議や巡回訪問を通じて関

係機関と連携し、教育体制の充実を図っている。実習成果の把握や情報共有を行

うとともに、保険加入により学生の安全確保に努めている。 

 

・実践的な防災訓練の展開：指揮命令系統の確認や役割分担の徹底、実施後の振

り返りまでをセットで行うことで、有事の際の組織対応力を高めている。 

 

・学内における安全管理体制： 

 学生に対する安全教育及び通学時の交通安全指導を適宜実施している。 
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6-22 （1/1） 

6-22 施設・設備等 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

6-22-1 教育上の必要

性に十分対応した施

設・設備・教育用具

等を整備しているか 

４ 

「養成施設･養成所指定規則」

を踏まえ、教育目的達成に向

け、充実した教育活動を展開で

きるよう、施設・設備の学習環

境及びメンテナンスや更新に

関する体制を整備する。 

養成施設・養成所指定規則に基

づき、施設・設備及び教育用具

等を整備しており、いずれも基

準を満たしている。 

施設・設備はバリアフリー化に

対応しているほか、体育館や学

生の休憩・食事スペースを整備

するなど、学修・生活環境の充

実に努めている。 

施設・設備の管理については、

消防設備やエレベーター設備

等の法令に基づく点検及び日

常の清掃等の衛生管理を専門

業者に委託し、適切に実施して

いる。その他の施設・設備は職

員が定期的に点検し、補修の計

画化や必要に応じた対応を行

っている。 

令和 7 年度は、整備計画に基づ

き電話設備改修の準備を進め、

令和 8年 4月の実施に向けて対

応を行った。 

物品管理については、関連部署

の役割と責任を明確にした規

程に基づき、破損・紛失の把握

及び修理・購入を適切に行うこ

とで、教育活動に支障が生じな

いよう管理体制の維持・向上を

図っている。 

施設の改修、設備の更新及び教

育用具等の整備を、計画的に実

施していく。 

養成施設･養成所指定規則 

事業計画 

物品管理規程 

建物の配置図・平面図 

各教室等の配置図 

一般備品台帳 

教育機器一覧 

図書蔵書リスト 

施設･物品使用願 

学生便覧 

施設点検報告書 

電気設備点検報告書 

昇降機定期検査報告書 

貯水槽清掃報告書 

清掃業務請負契約書 

防火管理維持台帳 
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6-23 （1/1） 

6-23 学外実習･インターンシップ等 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

6-23-1 学外実習等の

実施体制を整備して

いるか 

４ 

臨床実習の手引き等を定め、適

切に運用すると共に、関連業界

等と連携し教育体制・環境を整

備する。 

実績を分析することにより現

状を改善し、より教育効果の高

い実施体制を構築する。 

国家試験受験資格として学外

での臨床実習が義務づけられ

ているため各学科において学

外実習を実施している。学外実

習においては、定期的な実習指

導者会議の開催や巡回訪問指

導等により外部関係機関と適

切に連携しており、実習中の学

生状況を把握するなど、教育体

制は十分に整備されている。実

習期間中には適宜電話連絡及

び 1 回以上の巡回指導を実施

している。 

作業療法学科では「臨床実習支

援システム」を活用し、実習指

導者及び学生との密な情報共

有を図っている。 

実習成績表、臨床実習検討会及

び実習指導者会議を通して教

育効果の確認を行っている。巡

回指導時の記録は教員間で共

有し活用を図っている。 

臨床・臨地実習では感染症に関

する補償もカバーした保険で

ある「will」を利用している。 

 

学内学習と学外実習の関連性

や実習指導方法、特に診療参加

型臨床実習に関する指導方法

等の情報については、臨床実習

受け入れ病院及び指導者と共

に検討し共有化を図っていく。 

令和 7 年度においては、平常の

臨床・臨地実習の実施が可能と

考えるが、新型コロナウイルス

感染症をはじめ、感染症対策に

は十分に留意し、臨床・臨地実

習を実施できるよう、関連する

病院及び施設の指導者と連携

していく。 

臨床実習の手引き等 

実習指導者会議議事録 

実習指導者会議次第 

臨床実習・臨地実習評価表 

実習指導報告書 

臨床・臨地実習施設との関係資

料 

巡回指導記録 
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6-24 （1/1） 

6-24 防災・安全管理 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

6-24-1 防災に対する

組織体制を整備し、

適切に運用している

か 

４ 

防災･安全管理規程及び危機管

理マニュアルを整備し、教職員

等に周知すると共に、学生に災

害時等の行動・対処のあり方を

明示する。 

防災教育、各種訓練及び消防設

備点検を実施する。 

危機管理マニュアルを変更し、

教職員等に周知すると共に、ポ

スターの掲示により、災害時等

の行動・対処のあり方を学生に

明示している。 

防災訓練については、防火管理

者を中心に計画、実施してい

る。12 月に火災発生による避

難訓練を実施し、情報収集と指

揮命令系統の確立、自衛消防隊

の役割確認、避難経路・場所の

確認をしている。 

消防設備点検と併せて消火

器・屋内消火栓の取扱い訓練を

実施している。避難訓練実施後

は、振り返りを行いまとめてい

る。 

全学での防災訓練を計画・実施

し、必要に応じ危機管理マニュ

アルの見直しを図っていく。 

防災･安全管理規程（消防計画 

兼 学校安全計画） 

防災･安全管理委員会規則 

防災･安全管理委員会資料･議

事録 

危機管理マニュアル 

防火管理維持台帳 

防災訓練研修動画 

6-24-2 学内における

安全管理体制を整備

し、適切に運用して

いるか  

４ 

授業中に発生した事故等への

対応については、マニュアル等

を整備すると共に、学外実習、

通学時等の災害及び事故への

対処方法を適切に定め、教職員

及び学生に周知徹底する。 

事故等に対する傷害保険、賠償

保険へ加入し、十分な対応がで

きるよう備えておく。 

防災･安全管理規程及び危機管

理マニュアルを教職員に周知

すると共に、学生に対する安全

教育及び通学時の交通安全指

導について定期的に実施して

いる。 

施設及び設備の安全点検を定

期に実施している。 

本学は、学生に対する賠償保険

に加入している。全ての学生が

加入している傷害保険につい

ては、通学時や学外実習時のほ

か、新型コロナウイルス感染症

関連の補償も含んでいる。 

安全教育・指導及び安全点検を

定期に実施し、必要に応じ防

災･安全管理規程等の見直しを

図っていく。 

防災･安全管理規程（消防計画 

兼 学校安全計画） 

防災･安全管理委員会規則 

防災･安全管理委員会資料･議

事録 

危機管理マニュアル 

学校保健安全法 

損害補償保険等の案内 

保険加入状況 



  37   

 

 

基準７ 学生の募集と受入れ 
 

大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学生募集については、広報委員会、企画広報室、事務部及び各学科が密接な連

携を図っている。企画広報室は広報委員会と密接に連携し、年間訪問計画に沿っ

て高等学校訪問に取組み、卒業生や在校生の近況等の情報提供を行うことで関係

強化を図っている。募集広報は、学院ホームページや進路ガイダンスに加え、春・

夏・秋のオープンキャンパスを通じて、志願者等に公平、公正に本学の教育内容

や教育成果等の情報を提供している。特にオープンキャンパスにおいては、在校

生を前面に起用したプログラムにより、メッセージ性の高い在校生の声を参加者

に効果的に届けている。これらの告知には、テレビ CM、Web 広告、SNS、ゆめタ

ウン光の森内のデジタルサイネージ広告等、多様な媒体を活用している。 

本学の教育資源を活用し、高等学校への出前授業を案内・実施している。併せ

て、小・中学校にも対象に応じた出前授業を行っている。 

入学選考にあたっては、アドミッション・ポリシー及び入学試験の合否判定基

準に基づき適正に選考している。また、オンライン出願システムを導入し、手続

の簡素化を図っている。さらに、推薦入試におけるオンライン面接試験の実施や、

理学療法学科及び作業療法学科の指定校推薦入学者に対する入学金の減免、オー

プンキャンパス参加者への受験料減免等、受験しやすい環境を整えている。 

学納金については多面的に検討し決定しており、妥当なものになっている。入

学辞退者に対しては、入学金以外の授業料・実験実習費・施設充実費を返還する

旨、学生募集要項に明記し、適正に対応している。また、理学療法学科の 3 年課

程移行に伴う学費改訂等を適切に周知している。さらに、「臨床工学学科」につ

いては、令和８年度入学生より入学金の減額をはかる方針である。 

 

・組織的な広報活動： 企画広報室を中心に、訪問担当者の固定化や年間計画に

基づく高等学校訪問を実施し、本学の教育成果や学生の近況を直接伝える体制を

強化している。 

 

・戦略的な募集広報： オープンキャンパスの開催時期（春・夏・秋）の最適化

を図ると共に、SNS や地域密着型のデジタルサイネージ広告等を戦略的に組み合

わせ、若年層への職種理解に努めている。 

 

・在校生主体のオープンキャンパス：オープンキャンパスにおいて在校生のリア

ルな声を届ける企画を重視し、志願者の入学意欲を高める工夫を行っている。 

 

・受験の利便性向上： オンライン出願システムやオンライン面接試験の導入・

継続により、遠隔地の志願者も含めた受験のハードルを下げている。 

 

・修業年限短縮と経済的支援： 作業療法学科（令和７年度より）及び理学療法

学科（令和８年度より）の３年制移行を計画的に進めると共に、臨床工学学科で

の入学金減額計画など、教育費負担の軽減に努めている。 
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7-25 （1/2） 

7-25 学生募集活動 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

7-25-1 高等学校等接

続する教育機関に対

する情報提供に取組

んでいるか 

４ 

高等学校等に対し、資格取得実

績、就職実績、教育成果等につ

いて適切な情報提供に取組む。 

専門学校における情報提供等

への取組に関するガイドライ

ンに基づき、学院ホームページ

に、国家試験合格率、卒業生数

及び就職率等の情報を明示す

ると共に、学院案内配布や学院

説明会等の学生募集活動にお

いて資格取得実績、就職実績等

の教育成果を適切に伝えてい

る。 

企画広報室は広報委員会と密

接に連携し、年間訪問計画に沿

って高等学校訪問に取組み、卒

業生や在校生の近況等の情報

提供を行っている。訪問体制に

おいては各高等学校への訪問

担当者を固定し、高等学校との

関係強化を図っている。 

本学の持つ教育資源の活用と

して、高等学校に向けた出前授

業の案内・実施を行っている。

なお、中長期的展望から小学

校・中学校に対してもそれぞれ

に合わせた出前授業の案内・実

施を行っている。 

学院ホームページ、学院案内、

学院説明会、高等学校訪問等で

の適切な情報提供に今後も努

めていく。 

専門学校における情報提供等

への取組に関するガイドライ

ンに基づく情報 

学院ホームページ 

学院案内 

出前授業案内文書 
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7-25 （2/2） 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

7-25-2 学生募集活動

を適切かつ効果的に

行っているか 

３ 

願書受付開始は、関連する団体

の申し合わせを踏まえて、適切

な時期から実施する。 

志願者等からの問合せに対し

て適切に対応する。 

募集広報は 185 名の入学定員

を満たすべく、オープンキャン

パス等、教育活動の内容を直接

紹介する機会を設け、志願者等

に公平、公正に本学の教育内容

や教育成果等の情報を提供す

るなど適切かつ効果的に行う。 

入学選考は、志願者の状況に広

く応じられるよう、多様な選考

方法を設ける。 

願書受付開始は、熊本県専修学
校各種学校連合会における申
し合わせを踏まえて、適切な時
期から実施している。学院見学
時や電話等における志願者等
からの個別相談、問合せについ
ては、内容に応じて適宜、教育
部及び事務部にて適切に対応
している。受験生の出願手続簡
素化のためにオンライン出願
システムを導入している。 
募集広報は進路ガイダンス、
春・夏・秋のオープンキャンパ
スを通じて、志願者等に公平、
公正に本学の教育内容や教育
成果等の情報を提供している。
特に各オープンキャンパスに
おいては、メッセージ性の高い
在校生の声を高校生等の参加
者に効果的に届けるため、在校
生を前面に起用したプログラ
ムを準備し臨んでいる。これら
の開催告知のため、テレビ CM、
Web 広告、SNS、ゆめタウン光
の森フードコート内のデジタ
ルサイネージ広告等の媒体を
活用している。 
入学選考は、明確な目的意識を
もって勉学に取組む意欲のあ
る人材を広く適正に受け入れ
るために、多様な試験・選考方
法を取入れている。また、入学
辞退が可能な一般入学試験に
おいては、合格者の入学金・授
業料の納入期日を 3 月中旬に
設けることで、安心して併願受
験できる環境を提供している。 

様々な取組みを行っているも

のの、少子化をはじめとする社

会情勢のもたらす影響は大き

く、募集活動が奏功していると

は言い難い。 

募集活動においては、最も訴求

力の高いオープンキャンパス

を中心に据えつつも、高校生等

の受験対象者に向けて、本学の

教育内容、教育成果等の情報及

び本学の魅力を効果的に発信

するための手法を模索してい

く。 

また、既存の魅力を発信するだ

けでなく、学院の新たな魅力を

作り育てていく取組みも検討

していく。 

学院ホームページ 

進路ガイダンス参加記録 

オープンキャンパス関係資料 

オープンキャンパス広報関係

資料 

入試相談会関係資料 

入試相談会広報関係資料 

広報委員会資料・議事録 

入試検討委員会資料・議事録 

学院案内 

学生募集要項 



  40   

 

7-26 （1/1） 

7-26 入学選考 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

7-26-1 入学選考基準

を明確化し、適切に

運用しているか 

４ 

入学選考は、アドミッション・

ポリシーを踏まえ、公平性、中

立性を担保できるよう、入学試

験合否判定に関する規則等に

基づき、適切に行う。 

アドミッション・ポリシー及び

入学試験の合否判定基準を明

確に定め、教職員会議にて適正

に選考している。 

公正な入学試験の実施に今後

とも努めていく。 

学則 

学生募集要項 

入学試験合否判定等に関する

申し合わせ事項 

教職員会議資料・議事録 

7-26-2 入学選考に関

する実績を把握し、

授業改善等に活用し

ているか 

４ 

入学選考に関する情報や実績

の推移を把握、管理する。 

学科毎に入学者の傾向を把握

し、授業方法の改善等に活用す

る。 

入学選考に関する情報や実績

は適切に把握、管理している。 

入学者の傾向については、入学

試験の結果及び出願書類等に

より学科毎に把握し、学習管理

システム（Moodle）を用いた授

業方法の検討やリメディアル

教育を含む学習支援及び個別

指導に活用している。 

入学選考に関する情報や実績

を適切に把握、管理し、今後と

も授業改善等への活用に努め

ていく。 

 

教職員会議資料・議事録 

事業計画 
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7-27 （1/1） 

7-27 学納金 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

7-27-1 経費内容に対

応し、学納金を算定

しているか 

４ 

学納金は、必要水準を把握した

上で、各学科の学生数や教育内

容等、父母等の連帯保証人の経

済的状況からくる負担感にも

考慮し算定する。 

学納金の算定は、各学科の定

員、教員数等の教育上必要な経

費及び他校との比較等、多面的

な検討の上決定しており、妥当

なものになっている。 

今後の社会情勢の変化等を考

慮しながら、妥当な水準を維持

するよう努めていく。 

学則 

学院ホームページ 

学生募集要項 

入試検討委員会資料・議事録 

 

7-27-2 入学辞退者に

対し、授業料等につ

いて適正な取扱いを

行っているか 

４ 

入学辞退者に対する授業料等

の返還については、志願者の立

場を考慮し、一定の基準に基づ

き適切に対応する。 

入学辞退者に対しては、入学金

以外の授業料、実験実習費及び

施設充実費を返還する旨、学

則、学生募集要項及び学院ホー

ムページに明記しており、適切

に処理している。 

授業料等の返還については、分

かり易く表記し、今後とも適正

に取扱っていく。 

学則 

学生募集要項 

学院ホームページ 

入学辞退届 

授業料その他校納金返還振込

依頼書 
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基準８ 財務 
 

大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本学は、熊本リハビリテーション学院と熊本総合医療福祉学院の統合により、

学院運営基盤の確立とスケールメリットを活かした広報活動を展開してきた。し

かし、近年の少子化等の影響により、作業療法学科、臨床工学学科及び義肢装具

学科では入学定員の確保が難しく、総定員の充足率も低下している。 

一方で改善の兆しも見られており、作業療法学科では令和７年度の３年制課程

への移行により、入学者充足率が 42.5％から 57.5％へと 15 ポイント上昇してい

る。また、令和８年度からは理学療法学科も３年制課程へ移行し、競合校との差

別化による志願者増を目指している。入学後の学生数減少を抑えるため、学生支

援委員会を中心に学修・生活面での早期支援体制を強化し、継続的に退学率低減

に取組んでいる。 

財務面では、収支状況を定期的に確認し法人本部と連携することで、健全な収

支バランスの維持に努めている。校舎改修や教育機器購入についても整備計画に

基づき計画的に実施しており、1 号館新築移転及び 2 号館校舎改修に伴う借入金

も計画通りに返済を継続している。 

顧問税理士による毎月の月次監査を受けることで、財務状況の適正な把握と健

全な財務運営を確保している。予算の執行にあたっては、事業計画に沿って各部

署から提出される起案書等について理事長の決裁を受け、計画の範囲内で適切に

執行する体制を維持している。 

・定員確保について： 作業療法学科の３年制移行に伴う充足率の改善（15 ポイ

ント増）を見せている。令和８年度の理学療法学科の移行を含め、受験生のニー

ズに即した修業年限の短縮による定員充足を目指している。 

 

・退学抑制策の展開： 志願者確保の取組みと並行し、学生支援委員会と各学科

連携のもときめ細かなフォローアップ体制を構築することで、在籍学生の安定化

を図っている。 

 

・財務管理体制： 顧問税理士による厳格な月次監査の受審と、理事長決裁に基

づく計画的な予算執行により、適正かつ健全な学校運営を担保している。 
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8-28 （1/2） 

8-28 財務基盤 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

8-28-1 学校運営の中

長期的な財務基盤は

安定しているか 

３ 

少子化等の動向を踏まえなが

ら、入学者確保、退学率の低減

に向けた中長期的な戦略を策

定し、適切な財務運営により安

定した財務基盤を維持する。 

少子化等の影響により、作業療
法学科、臨床工学学科及び義肢
装具学科では入学定員の確保
が難しく、総定員の充足率も低
下している。これまで入試検討
委員会・広報委員会及び企画広
報室を中心に、教育部及び事務
部が連携して学生募集活動を
計画的に進めてきたが、十分な
成果には至っていない。 
一方、作業療法学科では、令和
7年度の 3年制課程への移行に
より、入学者充足率が 42.5％
から 57.5％へと 15ポイント上
昇し、改善が見られた。また、
令和 8 年度からは理学療法学
科も 3 年制課程へ移行し、競合
校との差別化を図ることで、志
願者増及び定員確保を目指し
ている。 
入学後の学生数の減少をでき
る限り軽減するため、学生支援
委員会を中心に、学修・生活面
での早期支援体制の強化等、継
続的に退学率低減に取組んで
いる。 
財務面では、収支状況を定期的
に確認し法人本部と連携する
ことで、健全な収支バランスの
維持に努めている。 
校舎改修や教育機器購入につ
いては、計画的に実施してい
る。 
1号館新築移転及び 2号館校舎
改修により、借入金は一時増加
したが、その後計画通りに返済
している。 

安定した財務基盤の維持に向

け、今後も入試検討委員会、広

報委員会及び企画広報室を中

心として、教育部及び事務部が

連携し、入学者確保や退学率の

低減に取組んでいく。 

収支バランスのとれた財務運

営を行うため、法人本部との連

携を更に深めると共に、設備投

資等を計画的に実施していく。 

事業計画 

決算書 
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8-28 （2/2） 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

8-28-2 学校運営にか

かる主要な財務数値

に関する財務分析を

行っているか 

４ 

主要な財務数値の情報と推移

を正確に把握し、収支状況等に

関する財務分析を行うと共に、

経費及びコスト管理を徹底す

る。 

法人理事会（理事長）、法人本

部及び学院担当者が財務数値

を共有し、財務分析を行ってい

る。 

顧問税理士による毎月の月次

監査を受けることで、財務状況

の適正な把握と健全な財務運

営を確保している。 

月次の財務数値を担当部門で

把握し、今後も継続して財務分

析を行うことで、適正な財務管

理に努めていく。 

事業計画 

決算書 
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8-29 （1/1） 

8-29 予算・収支計画 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

8-29-1 教育目的との

整合性を図り、単年

度予算、中期計画を

策定しているか 
４ 

社会動向の変化を的確に把握

しながら教育目的との整合性

を図り、単年度予算、中期計画

を策定する。 

年度予算は、教育部及び事務部

の事業計画に基づき算定し、理

事会に諮っている。 

事業計画、年度予算及び中期計

画等については、理事会におい

て審議・決定している。 

事業計画に沿って運営を行う

ことで、経常的な利益の確保に

努めていく。 

事業計画 

予算書 

8-29-2 予算及び計画

に基づき適正に執行

管理を行っているか 

４ 

各年度の予算執行にあたって

は、教育部と事務部との連携を

図りながら事業計画に沿って

適正に行う。 

事業計画に沿って各部署から

提出される起案書や購入伺等

について理事長の決裁を受け、

計画の範囲内で適切に執行し

ている。 

予算執行にあたっては、事業計

画に沿って適正に執行管理が

行われるよう努めていく。 

事業計画 

予算書 

決算書 

起案書 

購入伺い 

出張伺い 
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8-30 （1/1） 

8-30 監査 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

8-30-1 適切に監査を

実施しているか 

４ 

財務諸表等の妥当性、適正性を

担保するため、明確な責任体

制、スケジュール管理の下、 

会計監査を定期的かつ適切に

実施する。 

顧問税理士による会計・税務を

含めた月次監査が実施されて

おり、監査の実施にあたって

は、双方で連絡を取り適切な時

期に調整している。 

年次監査については、法人会計

年度（4 月～翌 3 月）に基づき

法人本部が決算書を作成した

後、監事による監査が行われ、

5月の法人理事会において決算

及び監査報告がなされている。 

精査・監査はスケジュールを含

め妥当であり、今後も現行の体

制を維持していくよう努めて

いく。 

決算書 

総勘定元帳 

法人理事会議事録 

監査報告書 

月次監査日程表 
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8-31 （1/1） 

8-31 財務情報の公開 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

8-31-1 財務情報公開

体制を整備し、適切

に運用しているか 

４ 

財務に関する情報を適切に公

開する。 

専門学校における情報提供等

への取組に関するガイドライ

ン及び高等教育の修学支援新

制度の機関要件に基づき、財務

に関する情報（貸借対照表、損

益計算書、財産目録、事業報告

書、監査報告書）を学院ホーム

ページで公開している。 

適切な時期に公開できるよう、

今後も引き続き努めていく。 

貸借対照表 

損益計算書 

財産目録 

事業報告書 

監査報告書 

学院ホームページ 

専門学校における情報提供等

への取組に関するガイドライ

ン 

機関要件の確認事務に関する

指針 
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基準９ 法令等の遵守 
 

大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

個人情報保護については、その重要性を職員会議等を通して教職員に周知し、

学院全体の取組みとして各種情報の保護を図っている。個人情報保護法に基づき

個人情報保護方針と個人情報保護規程を定め、外部からの不正アクセスやウイル

ス対策として情報セキュリティシステムを構築している。学生に対してもオリエ

ンテーション等で守秘義務の重要性を周知すると共に、学生の個人情報やプライ

バシー保護を目的に、学外の団体・個人及び本学の非常勤講師等がアンケート等

を実施する際の取扱いについて規程を設け、管理体制を強化している。また、情

報モラル徹底のためソーシャルメディアポリシーを運用している。 

 

法令遵守については、専修学校設置基準等に基づき諸規程を整備し、適正な学

校運営を行っている。特に健康管理の側面では、改正健康増進法に基づき、受動

喫煙防止の義務化対象施設として、敷地内及び周辺地域を禁煙とする旨を学則に

明記し、周知を徹底している。ハラスメント防止についても、相談窓口の明確化

や啓発活動を継続している。 

 

自己点検・自己評価については、教育の質保証に向けた PDCA サイクルの一環

として位置づけている。学校関係者評価委員会による外部評価の結果や意見・提

言を学校運営・教育活動の改善に反映させている。自己点検・自己評価報告書及

び学校関係者評価報告書は、職員会議での審議を経て、学院ホームページ等で広

く公表し、透明性の高い情報公開に努めている。 

・情報リテラシー教育：全教室の Wi-Fi 環境整備に伴い、利便性が高まる一方

で予想される個人情報漏洩やネットトラブルを防ぐため、学生への情報リテラシ

ー教育を継続的に強化している。 

 

・ハラスメント防止体制：ハラスメントに関するアンケートの実施に加え、相談

窓口の周知徹底のため、ホームページやパンフレットの掲示を継続している。 

 

・交通ルールの遵守 

交通ルールの遵守及び交通マナーの啓発促進に向けて、自転車通学者のヘルメッ

ト着用努力義務、ながらスマホ及び飲酒運転の禁止等を学生便覧へ明記してい

る。 

 

・学則による禁煙の義務化： 改正健康増進法への対応として、敷地内及び周辺

地域の禁煙を学則という強固なルールを定め、受動喫煙防止を徹底している。 

 

・プライバシー保護規程の整備： 学外者等による学生へのアンケート実施に対

する規程を設けることで、予期せぬ個人情報の流出を未然に防ぐ体制を整えてい

る。 

 



  49   

 

9-32 （1/1） 

9-32 関係法令、設置基準等の遵守 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

9-32-1 法令や専修学

校設置基準等を遵守

し、適正な学校運営

を行っているか 

４ 

専修学校設置基準及び養成施

設・養成所指定規則に規定され

ている事項について遵守し、適

正な運営に努めると共に、法令

を遵守することへの方針・姿勢

を教職員・学生等に周知する。 

専修学校設置基準及び養成施

設・養成所指定規則に基づき、

就業規則、学則、個人情報保護

規程及びハラスメントの防止

に関する規則等を整備し、適正

な学校運営を行っている。規則

等の遵守については、職員会議

や研修会等を通じて教職員へ

の周知を徹底すると共に、学生

に対してはオリエンテーショ

ン等で周知している。また、交

通ルールの遵守及び交通マナ

ーの啓発促進を図るため、自転

車通学者のヘルメット着用努

力義務、ながらスマホ及び飲酒

運転の禁止等について内容を

整備し、学生便覧へ追記してい

る。加えて、改正健康増進法に

基づき、受動喫煙防止の義務化

対象施設として、敷地内及び周

辺地域を禁煙とする旨を学則

に明記している。 

今後の社会状況の変化に伴っ

て必要となる規則等の整備及

び法令や規則等の遵守に関す

る周知を適宜行っていく。 

専修学校設置基準 

養成施設・養成所指定規則 

就業規則 

学則 

学生便覧 

個人情報保護方針 

個人情報保護規程 

ハラスメントの防止に関する

規則 

臨床実習の手引き等 

新入生・在校生オリエンテーシ

ョン関係資料 



  50   

 

9-33 （1/1） 

9-33 個人情報保護 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

9-33-1 学校が保有す

る個人情報保護に関

する対策を実施して

いるか 

４ 

本学が保有する入学志願者、学

生、卒業生、父母等の連帯保証

人及び教職員等の個人情報に

ついては、その保護と守秘義務

の観点から十分なセキュリテ

ィー対策及び情報システム等

のメンテナンスを実施する。 

個人情報の保護・遵守につい

て、教職員・学生に対し適切な

啓発活動を行う。 

入学志願者、学生、卒業生、父

母等の連帯保証人及び教職員

等の個人情報の保護及び管理

については、個人情報保護規程

に沿って、適切に実施してい

る。 

外部からの不正アクセス、コン

ピュータウイルス対策として

情報セキュリティシステムを

構築している。個人情報の保

護・遵守の重要性については、

教職員に対しては就業規則及

び諸規程に記すことで啓発を

促し、学生に対しては、オリエ

ンテーションや実習前教育に

て指導を徹底している。また、

学生の個人情報やプライバシ

ー保護を目的に、学外の団体・

個人及び本学の非常勤講師等

が、本学の学生を対象にアンケ

ート等を実施する際の取扱い

について規程を設けている。 

 

個人情報保護規程等に沿って、

今後も個人情報を適切に管理

していく。 

個人情報保護の重要性につい

て、継続して教育及び啓発に取

組んでいく。 

個人情報保護方針 

個人情報保護規程 

保有個人データ開示等請求書 

保有個人情報の学外持ち出し

申請書 

就業規則 

新入生・在校生オリエンテーシ

ョン関係資料 

学生便覧 

ソーシャルメディアポリシー 

臨床実習の手引き等 

募集要項 

講師就任承諾書 

学外団体等からの学生アンケ

ートに関する規程 
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9-34 （1/1） 

9-34 学校評価 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

9-34-1 自己評価の実

施体制を整備し、評

価を行っているか 

４ 

教育の質保証と向上に向け、自

己評価の実施体制を整備し、自

己点検・自己評価を実施する。

評価結果に基づき、学校運営、

教育活動について常に改善を

図る。 

自己評価委員会を設置し、私立

専門学校等評価研究機構の評

価基準 Ver.4.0 に基づき、自己

点検・自己評価を実施し、学校

運営・教育活動の改善に取組ん

でいる。 

自己点検・自己評価の結果に基

づき、学校運営・教育活動の改

善に今後も取組んでいく。 

自己点検・自己評価報告書 

自己評価委員会議事録 

9-34-2 自己評価結果

を公表しているか 

４ 

学校運営、教育活動に関する自

己点検・自己評価の結果を公表

する。 

自己点検・自己評価報告書は、

職員会議で審議し、教職員へ配

布している。併せて学院ホーム

ページにて公表している。 

今後も、自己点検・自己評価の

結果を学院ホームページで公

表し、周知する。 

 

職員会議議事録 

自己点検・自己評価報告書 

学院ホームページ 

9-34-3 学校関係者評

価の実施体制を整備

し、評価を行ってい

るか 
４ 

地域社会をはじめ関連業界等

との連携協力による学校関係

者評価の実施体制を整備し、自

己評価結果について評価する。

自己評価結果の客観性・透明性

を高めると共に、学校運営・教

育活動の改善を図る。 

専門分野に関する有識者や関

係施設の役職員等で構成する

学校関係者評価委員会を開催

し、自己評価結果に対する意見

や提言を受けて学校運営、教育

活動の改善に取組んでいる。 

学校関係者評価結果に基づき、

教育活動の改善に今後も取組

んでいく。 

学校関係者評価委員会規則 

学校関係者評価委員会報告書 

学校関係者評価委員会議事録 

9-34-4 学校関係者評

価結果を公表してい

るか 

４ 

学校運営、教育活動に関する学

校関係者評価結果を公表する。 

学校運営、教育活動に関する学

校関係者評価結果を教職員に

配布し周知している。併せて学

院ホームページにて公表して

いる。 

今後も、学校関係者評価結果を

学院ホームページで公表する。 

学院ホームページ 

学校関係者評価委員会報告書 

学校関係者評価委員会議事録 
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9-35 （1/1） 

9-35 教育情報の公開 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

9-35-1 教育情報に関

する情報公開を積極

的に行っているか 

４ 

個人情報保護規程等の重要性

を踏まえながら、教育活動や学

校運営に関する情報を積極的

に公開する。情報公開を通して

本学の信頼性及び社会的評価

の向上を図る。 

学校案内や学院ホームページ、

Facebook、Instagram、TikTok

等の広告媒体を通して広く情

報の公開を行っている。 

学院説明会、臨床・臨地実習指

導者会議、進路ガイダンス等に

おいて教育活動について説明

を行っている。 

今後も、教育活動や学校運営に

関する情報を学院ホームペー

ジで公開する。 

学院案内 

学院ホームページ 

学院 Facebook 

学院 Instagram 

学院 TikTok 

オープンキャンパス広報関係

資料 
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基準１０ 社会貢献・地域貢献 
 

大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

各学科とも、それぞれの養成する専門職としての特色を活かしながら、関連す

る行政や職能団体と連携して社会的活動に積極的に取組んでいる。近隣の小学

校、中学校等における職業教育への協力や、熊本市との協定に基づく災害時の指

定緊急避難場所（駐車場・体育館）の提供、地域住民への施設開放（ロアッソウ

ェルネスプログラム等）を継続している。 

学生のボランティア活動支援については、外部からの参加要請を学生支援委員

会が取りまとめ、学習管理システム（Moodle）等で情報提供を行っている。学院

としては献血や熊本城マラソン（AED 隊等）への協力に加え、今年度より開催さ

れた「山鹿市第１回ウィメンズマラソン」においても AED モバイル隊として活

動している。また、熊本赤十字病院や熊本市南消防署等からの依頼による大規模

災害訓練への参加、熊本市消防局「救急の日」行事での来場者対応、夏季の

「WANIMA」のフェスにおける救護運用など、地域社会の安全に寄与する活動を幅

広く展開している。 

さらに、パラスポーツフェスタでは車いす等での参加選手に並走し安全確認を

行うなど、専門性を活かした支援を行っている。これらの活動状況は学生支援委

員会において集約し、活動内容は学院ホームページ等で積極的に広報している。 

ボランティア活動への参加意欲向上に向け、学生表彰規程に基づく表彰も継続し

て実施している。 

・社会貢献： 

 ・理学療法学科では熊本市介護認定審査会に教員を派遣している。 

・作業療法学科では熊本市東区の地域ケア会議に教員を派遣している。 

・臨床工学学科では各種講習会等の開催を支援している。 

・義肢装具学科では切断者のスポーツイベントである Fireblades 活動を支援

している。 

・救急救命学科では各種講習会等の開催を支援している。 

 

・近隣の小学校、中学校等における職業教育へ協力している。 

本学の駐車場と体育館を災害時の指定緊急避難場所として熊本市と協定を

結んでいる。 

・ロアッソウェルネスプログラムには実習室を、地域スポーツ団体には体育館

を提供している。 

 

・活動成果の発信と奨励： ボランティア活動の状況を学院ホームページや SNS

等で広く公開し、学生の社会貢献意識を高めると共に、学生表彰規程に基づく表

彰を行っている。 
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10-36 （1/1） 

10-36 社会貢献・地域貢献 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

10-36-1 学校の教育

資源を活用した社会

貢献・地域貢献を行

っているか 

４ 

学校が保有する教育資源を活

用して、広く教育機関、関係団

体や地域と連携・交流を図り、

社会及び地域に貢献する。 

重要な社会問題や地域の課題

に対する意識の醸成に向け、学

生や教職員に対する啓発活動

を行う。 

学校が保有する教育資源を活
用し、理学療法学科では熊本市
の介護認定審査会に教員を派
遣し、作業療法学科では熊本市
東区の地域ケア会議に教員を
派遣している。臨床工学学科、
救急救命学科では各種講習会
等の開催を支援する体制を整
えている。義肢装具学科ではパ
ラスポーツイベント等を支援
し、Fireblades 活動をしてい
る。 

本学は公益財団法人日本パラ
スポーツ指導員資格取得認定
校に認定されている。 

学科を問わず近隣の小・中学校
の要請に合わせ、児童・生徒に
対するキャリア教育の講師と
して教員を派遣し、医療職に触
れる機会を提供している。 
本学の駐車場と体育館を指定
緊急避難場所（危険が切迫した
状況において緊急に避難する
施設又は場所）として熊本市と
協定を結び、災害時には市の要
請を受けて地域住民等に開放
していく。 
重要な社会問題や地域の課題
に対する意識の醸成に向け、学
生や教職員に対して、人権問
題、感染症対策、交通事故防止、
インターネットトラブル等に
関する啓発活動を行っている。 
ロアッソウェルネスプログラ
ム、地域スポーツ団体等へ実習
室や体育館を施設提供してい
る。 

地域との連携・交流を積極的に

深め、今後も社会及び地域に貢

献していく。 

指定緊急避難所となる体育館

の空調等の設備整備について

は継続課題とする。 

重要な社会問題に対する問題

意識の醸成に向けた啓発活動

を継続していく。 

学生支援委員会規則 

学生支援委員会資料･議事録 

学生支援委員会報告書 

災害時の避難場所･施設利用に

関する協定書 

新入生・在校生オリエンテーシ

ョン関係資料 

施設借用申請書 
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10-37 （1/1） 

10-37 ボランティア活動 

 

小項目 評定 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

10-37-1 学生のボラ

ンティア活動を奨励

し、具体的な活動支

援を行っているか 

４ 

学生にボランティア活動につ

いて情報提供すると共に、積極

的な参加を奨励、支援する。 

活動状況について常に把握す

る。 

学生にボランティア活動で得られ
る学びを伝え、積極的な参加を奨
励している。 
参加意欲のさらなる向上に向け、
学生表彰規程において表彰をして
いる。 
外部からのボランティア参加要請
は学生支援委員会が取りまとめ、
学習管理システム（Moodle）を活
用して学生に情報提供している。 
学院としては、献血、熊本城マラ
ソン団体ボランティア（救護所）
等に協力している。 
熊本城マラソンでは、81 名の学生
が AED 隊として参加している。さ
らに、今年度より開催された山鹿
市第１回ウィメンズマラソンにお
いても、AED モバイル隊として参
加し活動している。 
大規模災害訓練において、熊本赤
十字病院、熊本市南消防署から依
頼を受け、参加している。他に、
熊本市消防局の救急の日行事の来
場者対応や、夏場には「WANIMA」
のフェスにおいて救護運用で参加
している。 
パラスポーツフェスタでは、車い
す等での参加選手に並走し安全確
認を行っている。活動状況は学生
支援委員会において取りまとめて
おり、活動内容は学院ホームペー
ジ等で広報している。 
ボランティア保険については、学
生個人が加入する傷害保険の見直
しにより、順次対応している。 
 

学生の社会性を育むべく、引き

続き、ボランティア活動への積

極的な参加を奨励していく。 

参加意義等がわかるよう魅力

的な情報配信に努める。 

学生支援委員会規則 

学生支援委員会資料･議事録 

学生支援委員会報告書 

ボランティア受付/参加記録 

災害ボランティア活動届･報告

書 

学院ホ-ムページ 

学院 Facebook 

学院 Instagram 

学習管理システム（Moodle）学

院掲示板 

 


